
－執行額 － 182

事業番号 340

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(国土交通省)

予算事業名
船舶の安全確保、海洋汚染の防止等に必要な

経費
事業開始

年度
平成21年度 作成責任者

担当部局庁 海事局 担当課室

検査測度課
総務課国際企画調整室

安全環境政策課
運航労務課
安全基準課

課長　秋田　務
室長　石塚　智之
課長　坂下　広朗
課長　西村　典明

課長　久保田　秀夫

会計区分 一般会計 上位政策
公共交通の安全確保・鉄道の安全性向上、ハイ

ジャック・航空機テロ防止を推進する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

船舶安全法第5条、第6条の2、第6条の4、
船舶法第4条、第9条、第21条の2、
トン数法第8条、他各法律関係法令

関係する計
画、通知等

－

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

海上交通は万一事故が発生した場合、人命救助の困難性、海洋汚染の発生、経済活動へのダメージ等大きな影響が
引き起こされるため、船舶の検査・監査等を通じ安全確保等を図る。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

船舶法、船舶のトン数の測度に関する法律、船舶安全法、海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律、国際航海
船舶及び国際港湾施設の保安の確保等に関する法律等に基づき、船舶の登録、測度及び検査等を行うことにより、船
舶の安全確保、海洋汚染等の防止、テロ対策、放射性物質等危険物の海上運送の安全確保等を図る。

実施状況

平成21年度検査登録測度実績
船舶検査　１２,３５０件
測度　２,１３４件
登録　１,６７６件

予算の状況予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度要求

予算額(補正後） － － 197 208

執行額 － － 182

執行率 － － 92.4%

総事業費(執行ベース) － － －

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

船舶検査官等の旅費については、出張計画書等により支出目的及び内容を確認し、適正かつ効果的に執行している。
また、各種調査等についても、その内容、進め方について必要な指示を行うとともに報告書を提出させ、予算が目的に
沿って効果的に使われている事を確認している。

見直しの
余地

外部支出については、競争性の確保を図ることにより、予算の効率化を推進する。また、今後も支出先の使途の把握
を通じ契約内容の点検・見直しを行う等効果的な執行に努める。

予
算
監
視
・
効
率

化
チ
ー

ム
の
所
見

補
　
記

【予算科目】
033 公共交通等安全対策費

95 公共交通等安全対策に必要な経費 (21年度予算額) (21年度決算見込額)

95016 - 2129 - 06 諸謝金 1 百万円 1 百万円
95016 - 2122 - 08 職員旅費 3 百万円 2 百万円
95016 - 2122 - 08 研修旅費 1 百万円 0 百万円
95016 - 2122 - 08 公共交通等安全対策旅費 3 百万円 3 百万円
95016 - 2122 - 08 外国旅費 8 百万円 7 百万円
95016 - 2122 - 08 委員等旅費 0 百万円 0 百万円
95016 - 2123 - 09 公共交通等安全対策調査費 25 百万円 24 百万円

192 地方運輸行政推進費
95 公共交通等安全対策に必要な経費 (21年度予算額) (21年度決算見込額)

95063 - 2122 - 08 職員旅費 7 百万円 4 百万円
95063 - 2122 - 08 公共交通等安全対策旅費 106 百万円 96 百万円
95063 - 2122 - 08 外国旅費 18 百万円 18 百万円
95063 - 2123 - 09 公共交通等安全対策調査費 25 百万円 27 百万円



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)て補足する)
(単位:百万円)

国土交通省 

１８２百万円 

船舶の安全運航、船舶からの海洋汚染を

防止するため必要な実施体制等の整備を

実施 

職員旅費、外国旅費、謝金等 

１３百万円 

 

D. 地方運輸局等 (11機関) 

１４５百万円 

 

船舶の安全運航、船舶からの海洋汚

染を防止するため必要な事業者への

指導及び監督を実施 

 

職員旅費、外国旅費等 

１１８百万円 

物品、消耗品購入費 

４百万円 

Ａ独立行政法人（２機関） 

７百万円 

【一般競争入札、少額随契】 

船舶の安全運航、船舶からの海洋汚

染を防止するために必要な調査等の

実施 

C.民間事業者（３者） 

９百万円 

 

【一般競争入札 】 

船舶の安全運航、船舶からの海洋汚染を

防止するために必要なデータベースシス

テムの開発等の実施 

B.公益法人（４法人） 

４百万円 

【一般競争入札、随意契約 】 

ＩＳＯ９００１に基づく更新審査及び研修の

実施 

物品、消耗品購入費等 

２７百万円 

Ｅ.ヤンマーエンジニアリング（株） 

０百万円 

【 随意契約 】 

船舶検査官実務研修の実施 

 

国土交通省 

１８２百万円 

船舶の安全運航、船舶からの海洋汚染を

防止するため必要な実施体制等の整備を

実施 

職員旅費、外国旅費、謝金等 

１３百万円 

 

D. 地方運輸局等 (11機関) 

１４５百万円 

 

船舶の安全運航、船舶からの海洋汚

染を防止するため必要な事業者への

指導及び監督を実施 

 

職員旅費、外国旅費等 

１１８百万円 

物品、消耗品購入費 

４百万円 

Ａ独立行政法人（２機関） 

７百万円 

【一般競争入札、少額随契】 

船舶の安全運航、船舶からの海洋汚

染を防止するために必要な調査等の

実施 

C.民間事業者（３者） 

９百万円 

 

【一般競争入札 】 

船舶の安全運航、船舶からの海洋汚染を

防止するために必要なデータベースシス

テムの開発等の実施 

B.公益法人（４法人） 

４百万円 

【一般競争入札、随意契約 】 

ＩＳＯ９００１に基づく更新審査及び研修の

実施 

物品、消耗品購入費等 

２７百万円 

Ｅ.ヤンマーエンジニアリング（株） 

０百万円 

【 随意契約 】 

船舶検査官実務研修の実施 

 



0計 35 計

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れ る者にれている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

A.（独）海上技術安全研究所 E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

その他 物品購入等 4

人件費 研究補助者 2

計 6 計 0

B.（財）日本品質保証機構 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

一般管理費 審査料、登録証発行手数料 1

交通費 地方運輸局審査にかかる交通費 1

計 2 計 0

C.ＩＮＧテクノロジー（株） G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費 システム開発等 7

計 7 計 0

D.　関東運輸局　 H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

旅費 船舶検査のための旅費 32

その他 備品、消耗品等船舶検査事務経費 3

計 35 計 0



民 機

【別紙】

A.独立行政法人（２機関）7百万円 B.公益法人（４法人）　４百万円

No. 支出先
金額

（百万円）
No. 支出先

金額
（百万円）

1 （独）海上技術安全研究所 6 1 (財)日本品質保証機構 2

2 （独）海技教育機構 1 2 (社)日本溶接協会 1

3 3 (社)非破壊検査協会 1

4 4 (社)日本中小型造船工業会 0

5 5

6 6

7 7

8 8

9 9

10 10

C.民間事業者（３社）　９百万円 D.地方運輸局等（１１機関）１４５百万円

No. 支出先
金額

（百万円）
No. 支出先

金額
（百万円）

1 ＩＮＧテクノロジー（株） 7 1 関東運輸局 35

2 海事検定キューエイ(株) 1 2 九州運輸局 20

3 (株)日本ピーエッチバリュー 1 3 四国運輸局 18

4 4 中国運輸局 17

5 5 中部運輸局 12

6 6 神戸運輸監理部 10

7 7 近畿運輸局 10

8 8 東北運輸局 9

9 9 北海道運輸局 7

10 10 北陸信越運輸局 6
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